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１）熊本県産の野生猪から分離された多剤耐性 Salmonella enterica 

subspecies enterica serovar Choleraesuis biotype Kunzendorf 

戸田純子*1，原田誠也，西村浩一*2，大迫英夫 

 

要旨 

2016 年 2 月に検査した県内の１頭の野生の猪の肝臓から, ペニシリン, オキサシリン, 

アンピシリン, セファロチン, ストレプトマイシン, ゲンタマイシン及び ST 合剤に耐性

の Salmonella Choleraesuis biotype Kunzendorf を分離した。 本分離株は TEM-1 型のペニシ

リナーゼ遺伝子を保有していた。 食用である野生の猪の肝臓から本菌が検出されたこと

から，人が多剤耐性サルモネラに曝露される可能性が示唆された。 

 

キーワード：野生猪，Salmonella Choleraesuis，多剤耐性 

 

はじめに 

サルモネラ属菌は家畜に下痢や敗血症を引き起こす

細菌で，Salmonella enterica subsp.enterica Dubulin, S. 

Enteritidis, S. Typhimurium 及び S. Choleraesuis（以下,

「SC」という）による家畜の牛，豚，猪，鶏等の疾病

は “サルモネラ症” として家畜伝染病予防法に定め

る届出伝染病とされている。国内における豚のサルモ

ネラ症は届出対象とされた 1998 年以降から毎年発生

しており， 2001 年度の 2,647 頭の届出を境に減少傾

向であるが，年間 300 頭前後の届出があり 1），主要な

サルモネラの血清型は S. Typhimurium 及び S. 

Choleraesuis biotype Choleraesuis である 2）。熊本県にお

いても 1999 年の発生から年間１～数頭の豚サルモネ

ラ症の届出がなされているが 3），家畜猪については報

告がない。また， 野生猪についても，届出義務の対象

外であることからも，サルモネラ症についての知見は

ない。 

熊本県では食品の安全性を確保するため，食品衛生

法により微生物学的な成分規格が定められていない食

品等を対象として，モニタリング検査を行っている。

例年，県内で捕獲された猪及びシカ等の野生鳥獣肉に

ついて，細菌数，大腸菌群，サルモネラ属菌（定性）

及び E 型肝炎ウイルス（定性）のモニタリング検査を

2008 年から実施しており，これまで合計 123 検体（猪

50 頭（筋肉 49 検体，肝臓 23 検体），鹿 34 頭（筋肉 33

検体，肝臓 18 検体）について検査を行った（Table 1）。

今回，2016 年 2 月に検査した県内の野生猪肝臓から，

人にも感染し敗血症を引き起こすことが知られている

S.  Choleraesuis biotype Kunzendorf（以下, 「SCK」と

いう）を初めて分離したので報告する。 

 

材料と方法 

１．モニタリング検査の検体 

2016 年 2 月に搬入された野生の猪 8 頭（筋肉 8 検体

, 肝臓 4 検体）及び鹿 2 頭（筋肉 2 検体, 肝臓 1 検体

）を検査材料とした。  

 

２．サルモネラ属菌検査 

「食品，添加物等の規格基準に定めるサルモネラ属

菌及び黄色ブドウ球菌の試験法の改正について」5）に

示された方法に準じて行った。 

 

３．生菌数, 大腸菌群及びカンピロバクター属菌検 

食品衛生検査指針 20152-4)に準じて行った。 
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４．E 型肝炎ウイルス（HEV）検査 

細切した検体 2g を滅菌 PBS（-）（日水製薬（株）, 東

京）で 50％乳剤とし, 10,000rpm, 10 分間遠心した。上

清 50µl から AGPC 法で RNA を抽出し，20µl の DEPC

水（Thermo Fisher Scientific, Massachusetts, USA）に溶

解した。これを鋳型として, Li らの方法 5)により HEV

遺伝子の検査を行った。 

 

５. サルモネラ属菌の薬剤感受性試験 

米国臨床検査標準委員会の抗菌薬ディスク感受性試験

実施基準7)に基づき, Kirby - Bauer法により市販の感受性

試験用ディスク（センシディスク, Becton Dickinson，New 

Jersey，USA，及び, KBディスク, 栄研化学（株）, 東京）

を用いて行った。 使用薬剤はペニシリン（PCG；10 U）, 

オキサシリン（MPIPC；1 µg）, アンピシリン（ABPC；

10 μg）,  セファロチン（CET; 30 μg）, セフォタキシム

（CTX；30 μg）, セフタジジム（CAZ；30 µg）, セフォ

キシチン（CFX；30 µg）, セフメタゾール（CMZ；30 µg）, 

セフミノクス（CMNX, 30 µg）, イミペネム（IPM, 10 µg）, 

メロペネム（MPEM, 10 µg）, ゲンタマイシン（GM；10 

μg）,  カナマイシン（KM；30 μg）, ストレプトマイシ

ン（SM；10 μg）, アミカシン（AMK；30 μg）, テトラ

サイクリン（TC；30 μg）, クロラムフェニコール（CP；

30 μg）, ナリジクス酸（NA；30 µg）, ノルフロキサシ

ン（NFLX；10 µg）, オフロキサシン（OFLX；5 µg）, シ

プロフロキサシン（CPFX；5 μg） ,ＳＴ合剤（ST；23. 75 

µg/1.25 µg）の22 剤である。判定は，ディスク添付の判

定表に基づき，阻止円の直径により, Sを感受性，R また

はIを耐性とした。 

 

６． β-ラクタマーゼ阻害薬の影響の確認 

β-ラクタマーゼ阻害薬の影響があるか確認するため, 

Double-Disk Synergy test（DDST）8)に準じて検査を行っ

た。 対象とする薬剤は, 耐性が認められた, ペニシリン

系3剤（PCG, MPIPC, ABPC）及び第一世代セファロスポ

リン1剤（CET）であり，β-ラクタマーゼ阻害薬として, ス

ルバクタム/アンピシリン（SBT/ABPC） （ Becton 

Dickinson），及びアモキシリン/ クラブラン酸（ACV）

（ 栄研化学（株））の各種ディスクを用い，β-ラクタマ

ーゼ阻害薬による阻止円の拡張の有無を確認した。 

 

７．β-ラクタマーゼ遺伝子検査法 

TEM-型, SHV-型9), 及びCTX-M-1, -2, -9 group10)を

増幅するプライマーを用いて, PCR法によりβ-ラクタマ

ーゼ遺伝子を検出した。 得られたPCR産物をPCR産物

精製キット（ExoSAP-IT® For PCR Product Clean-UP, 

Affymetrix, Santa Clara, USA）で精製し,  シークエン

サー（Applied Biosystems 3500 Genetic Analyzers, 

Thermo Fisher Scientific） を用いたダイレクトシーク

エンス法により塩基配列を決定した。 得られた配列を

Blastx （https://blast.ncbi. nlm.nih.gov/blast.cgi）に

より相同性検索を行った。  

 

結 果 

１． サルモネラ分離と分離株の生化学的性状及び血

清学的診断 

今回の検査では，TT 培地から ES サルモネラⅡ寒天

培地上に塗抹した場合のみに桃色に発色したサルモネ

ラの定型的集落が認められた。 釣菌した 3 つの集落は

いずれも TSI 寒天培地において斜面アルカリ性，高層

酸性，硫化水素産生性，ガス非産生性，LIM 培地にお

いてリジン脱炭酸試験陽性，インドール反応陰性，運

動性陽性を呈した。 また，生化学的性状試験の結果，

オキシターゼ陰性，VP 試験陰性，クエン酸利用能陽

性，ONPG 試験陰性を呈し，ゼラチン液化能及びソル

ビトール分解性を呈した。 一方，マロン酸，粘液酸塩

，d-酒石酸及び尿素利用能は陰性で，ズルシトール，

サリシン及びラクトースは非分解であった（Table 2）

。 さらに,  血清型が（O6, 7:c:1, 5）であったことか

ら SCK と同定した。なお, この肝臓と同一個体の筋肉

からサルモネラ属菌は検出されなかった。  

 

２． 生菌数, 大腸菌群, カンピロバクター属菌及び

HEV 検査 

肝臓の生菌数は 5CFU / g であり, 大腸菌群及びカン

ピロバクター属菌は陰性であった。 HEV は検出され

なかった。  

  

３． 薬剤耐性試験 

分離された SCK は, ペニシリン系薬剤 3 剤（PCG，

MPIPC，ABPC），第一世代セファロスポリン１剤 （

CET）， アミノグリコシド系の 2 剤（SM, GM）及び

ST に耐性を示した（Table 3）。   

 

４． β-ラクタマーゼ阻害剤の影響 

阻止円の見られなかった ABPC 単剤に比べ, β-ラク

タマーゼ阻害剤を含む SBT/ABPCでは阻止円の拡張が

認められた。また，SBT/ABPC を用いた DDST で，

CET に阻止円の拡張が見られた。一方 ACV  を用いた

DDST では，PCG, ABPC, CET において阻止円の拡張

が認められた。   

表 1 
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５．β-ラクタマーゼ遺伝子の検査 

SCK 分離株から TEM-型遺伝子のみが検出され, 得

られた配列は TEM-1 の-ラクタマーゼ（ペニシリナー

ゼ） （Accession No. AHB36963）と 99%の相同性を示

した。 

 

考 察 

SCは宿主特異性が比較的高いサルモネラであり, 宿主

は豚である11)。 SCには3つの生物型があり, 硫化水素を

産生しないbiotype Choleraesuis, 硫化水素を産生する

biotype Kunzendorf及び硫化水素を産生しズルシトール

を分解するbiotype Decaturに区別されている。 本邦にお

ける豚サルモネラ症は, SCを原因とするものが増加傾向

にあり, 関東では，biotype Choleraesuisが優勢であるのに

対し, 九州, 近畿及び四国では，SCKが優勢である12）。 

また，豚から分離されたSCには, SM･TCの2剤ABPC･SM

･GM･ST and/or OTCの4剤もしくは5剤, さらにNAもし

くはCPを加えた5剤, 6剤，AMPC･DSM･KM･SM･TC･ST

の6剤等といった多剤耐性株の報告1, 13-15）があり， 

Matayoshiら13）による薬剤耐性遺伝子の調査では，β-ラ

クタマーゼ遺伝子としてTEM型のみが検出されている。  

一方Sasakiら16）は，野生の猪121頭の細菌学的調査を

行い，東海地方，関東及び四国で捕獲された猪の腸内容

物9検体（7.4%）から，ジヒドロストレプトマイシン（

DSM）の1剤もしくはオキシテトラサイクリン（OTC）

を加えた2剤に耐性のS. Agona, S. Narashino, S.  Infantis

及びS. Thompsonを分離したが，SCは分離していない。 

国内で初めての猪におけるSC分離報告は, 大石らが平

成24年度全国家畜保健衛生業績抄録に記載した，山口県

内の猪を飼養している農場で発生した事例であるが，こ

れは家畜の猪からの分離事例であり，これまでに野生の

猪からSCは分離されていなかった。  

今回我々は, 本邦において初めて野生の猪からSCを

分離した。この株は，ペニシリン系3剤（PCG, MPIPC, 

ABPC）, 第一世代セファロスポリン系1剤（CET），アミ

ノグリコシド系2剤（SM, GM） 及びSTに耐性を示す多

剤耐性菌であった。本株のβ-ラクタマーゼは,ペニシリン

系と 第一世代セファロスポリン系薬剤に耐性を示し, 

クラブラン酸等のβ-ラクタマーゼ阻害剤の影響を受け, 

薬剤TEM-1型のペニシリナーゼ遺伝子が検出されたこ

とから, 本株はBush-Jacobyの分類17)における2bのペニシ

リナーゼであると考えられた。本菌が多剤耐性であった

ことから，豚が保有する多剤耐性のSCが野生の猪へ偶発

的に感染した可能性や, さらには, 野生の猪の間で保菌

されている可能性が示唆された。  

SCが分離された猪は, 捕獲の際に行動的異常はなく，

解体処理後の筋肉, 肝臓にも肉眼的な病変は認められな

かった。肝臓の生菌数は5CFU/g, 大腸菌群，カンピロバ

クター属菌及びHEVは陰性であった。さらに，肝臓の検

査は，表面をトリミングした内部の組織を用いたことか

ら, SCは肝臓表面ではなく肝臓内部に保菌されていたも

のと考えられた。なお，今回は糞便の検査を行っていな

いため, 実際に猪の糞便中にSCが排菌されていたのか

不明であるが, 腸肝循環によって腸管内にも保菌され, 

排便時に排菌されることが考えられた。サルモネラは糞

便及び環境中で長期間生存することが知られており17)，

糞中に排泄されたSCが野外環境を長期にわたり汚染す

れば, 人, 器具器材あるいは車両, また, 野鳥やネズミ

などの小型野生動物や節足動物を介して養豚場へ侵入

する可能性が考えられる。   

SCは人に対しても病原性を有し, 菌血症や転移性病

巣感染を引き起こすことがある。人のSC感染例は, 本邦

においても, 数例ではあるが報告されている18)。今回, 

野生の猪の肝臓がSCに汚染されていたことから, 猪肉

を喫食する際には十分に加熱すること，獣肉処理の従事

者は，とさつ解体時にSCに曝露される危険性があること

から，十分に汚染防止に留意して作業に当たること，さ

らには，今後も衛生指導を強化していく必要性があるこ

とが示唆された。   

今後も,モニタリング検査を継続し, 野生獣肉の安

全性と注意すべき点を関係者に啓発していきたい。   
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1） U: Unit，2） R: Resistant，3） S: Susceptible 

 

Table 2.  Comparison of biochemical characteristics 

between the isolated strain and reference S.  Choleraesuis 

 

Test 

The 

isolated 

strain 

S.  Choleraesuis 

Choleraesuis Kunzendorf Decatur 

TSI K/A1） K/A K/A K/A 

H2S 

（TSI） 
+ - + + 

Gas 

（TSI） 
+ + + + 

Lysine + + + + 

Indole - - - - 

Motility + + + + 

Oxidase - - - - 

VP - - - - 

Simmons 

citrate 
+ + + + 

Urea - - - - 

ONPG - - - - 

Dulcitol - - - + 

Lactose - - - - 

Salicine - - - - 

Sorbitol + + + + 

Malonate - - - - 

Gelatinas

e 
+ + + + 

d-tartrate + + + + 

Mucate - - - + 

1） K: Alkarine，A: Acid 

Table 3.  Kirby-Bauer disk diffusion susceptibility test of 

the isolated strain 

Antimicrobic 
Drug Content 

（µg） 
Result 

P
e
n

icillin
s 

Penicillin （PCG） 10 U 1）  R 2） 

Oxacillin （MPIPC） 1 R 

Ampicillin （ABPC） 10 R 

C
e
p

h
a
lo

sp
o

rin
s
 

Cefalotin（CET） 30 R 

Cefotaxime （CTX） 30  S 3） 

Ceftazidime （CAZ） 30 S 
C

e
p

h
a
m

y
c
in

s 

Cefoxitin （CFX） 30 S 

Cefmetazole （CMZ） 30 S 

Cefminox （CMNX） 30 S 

C
a
rb

ap
en

e
m

s 

Imipenem （IPM） 10 S 

Meropenem （MEPM） 10 S 

β
-la

c
ta

m
 a

n
tib

io
tic 

m
ix

tu
re

s 

Amoxicillin / 

Clavulanate  

（AMPC / CVA） 

10 / 20 S 

Sulbactam / Ampicillin 

 （SBT / ABPC） 
10 / 10 R 

A
m

in
o

g
ly

co
sid

e
s 

Streptmycin （SM） 10 R 

Gentamicin （GM） 10 R 

Kanamycin （KM） 30 S 

Amikacin （AMK） 30 S 

 Erythromycin （EM） 15 R 

 Tetracycline （TC） 30 S 

 

Chloramphenicol 

（CP） 
30 S 

Q
u

in
o

lo
n

es 

Nalidixic acid （NA） 30 S 

Norfloxiacin （NFLX） 10 S 

Ofloxacin （OFLX） 5 S 

Ciprofloxacin 

（CPFX） 
5 S 

O
th

ers 

Sulfamethoxazole / 

Trimethoprim （ST） 

23. 75 /  

1. 25  
R 
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２）WRF/CMAQ を用いた PM2.5の発生源寄与解析 

  －PMF モデルによる発生源寄与との比較－ 

 

古澤尚英＊１ 板橋秀一＊２ 豊永悟史＊３ 出納由美子 

 

 

要 旨 

熊本県の PM2.5主要発生源および越境・地域汚染の影響を把握するために，

化学輸送モデル CMAQを用いて 2014年冬季の熊本県を対象とした発生源寄与

を求めた。PMF モデルによる発生源寄与と比較したところ，越境汚染の寄与に

ついて有意な相関が得られ，両モデルの結果の妥当性が支持された。PMF の「2

次生成硝酸塩+塩化物」因子は CMAQ の「九州」寄与と有意な相関が得られた

が，宇土と益城で相関が違い，このことは NH3の地域汚染と類似性がみられた。 

 

キーワード：微小粒子状物質，WRF/CMAQ，PMF，発生源寄与 

 

はじめに 

 2013 年に，疫学調査で健康影響が指摘されている微

小粒子状物質（PM2.5）について，中国における現状と

日本への越境汚染が報道されてから，日本でも PM2.5

に対する関心が高まってきている。特に九州において

はその影響が大きいことが指摘されており 1），これま

で多くの研究が行われている 2）～4）。以前までは自動測

定機による PM2.5 質量濃度の常時監視を目的として観

測が行われてきたが，2013 年度より全国の自治体で成

分調査が行われるようになり，地域ごとの汚染の特徴

が明らかになりつつある 5）。 

このような背景から，全国の自治体と同様に，熊本

県でも PM2.5の発生源寄与の把握に取り組み，PM2.5の

削減に向けた研究を行っている 4），6）。統計的手法を用

いたレセプターモデルによる評価もその一つであり，

これによると熊本では，越境汚染だけでなく地域汚染

による影響もみられ，特に自動車による排出が地域間

の濃度差を生み出している要因であると報告されてい

る 6）。 

本研究では，熊本県の汚染状況を把握することを目

的とし，メソ気象モデル Weather Research and 

Forecasting modeling system7） version 3.4.1（以下，「WRF」

という。）と化学輸送モデル Community Multi-scale Air 

Quality Modeling System8） version 4.7.1（以下，「CMAQ」

という。）を用いて，試験的に発生源寄与の感度計算を

行った 9）。これにより，観測だけでは把握することが

できない PM2.5などの大気中 3 次元空間濃度分布を推

定することができる 10），11）。この結果 9）と先に報告さ

れている Positive Matrix Factorization12）（以下，「PMF」

という。）などのレセプターモデルによる発生源寄与解

析の結果 6）を比較したので，その結果を報告する。な

お，本研究で使用したモデル計算結果は，PMF は豊永

ら 6）のデータを利用しており，WRF/CMAQ は古澤ら
9）のデータを利用している。 

 

方法 

1 モデルの初期値および再現性比較に使用したデー

タ・解析期間 

 PMF は，実測値をもとにした統計解析により発生源

寄与を計算するモデルであるため，初期値として

N=100 以上の PM2.5質量濃度および成分濃度の実測値

が必要となる。一方で，WRF/CMAQ には初期値とし

て実測値は必要ないが，計算結果の妥当性を判断する

ために，計算値と実測値と比較する必要がある。 

PMF の計算には，以下に示す成分濃度および質量濃

度について 2013年度～2014年度のデータを使用した。

＊１現 環境生活部環境保全課  ＊２（一財）電力中央研究所  ＊３環境生活部環境保全課 
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図 1 （a）WRF/CMAQ の計算領域，（b）D2 の計算メッ

シュと調査地点 

 

環境省作成のガイドラインおよびマニュアルに従って

実施された 13），14）熊本県の 5 地点（宇土運動公園局，

益城町役場局，神水本町自排局，水道町自排局，天明

局；以下，それぞれ「宇土」，「益城」，「神水」，「水道

町」，「天明」という。）と，福岡県の 2 地点（福岡市役

所局，太宰府局；以下，それぞれ「福岡市」，「太宰府」

という。），長崎県の離島 2 地点（国設五島酸性雨測定

局，国設対馬酸性雨測定局；以下，それぞれ「五島」，

「対馬」という。）の 9 地点について（図 1），PM2.5成

分調査結果のイオン成分，無機成分のデータを使用し

た。PM2.5質量濃度は，神水，水道町，天明，五島およ

び対馬で，環境省のマニュアル 15）に従った標準測定

法により測定されたデータを使用した。宇土，益城，

福岡市および太宰府については，試料採取時間に合わ

せた 23時間の PM2.5自動測定機による常時監視データ

の 1 時間値を使用した。 

WRF 気象場の再現性検証には，熊本地方気象台によ

る観測データ 16）を使用した。また，CMAQ の再現性

検証には，神水，福岡市，対馬および五島の成分調査

結果および PM2.5 自動測定機による常時監視データを

用いた。 

解析期間は 2014年冬季の PM2.5成分調査期間である

2014 年 1 月 22 日～2 月 4 日とした。 

 

2 WRF/CMAQ の計算条件 

 WRFおよび CMAQは Linux OS上で動作するソフト

ウェアで，無償で使用することができる。本研究では，

CPU：Core-i7（8 core），RAM：16GB の性能のコンピ

ュータに Linux ディストリビューションの Ubuntu 

16.04 LTS をインストールして計算環境を構築した。 

 

計算条件は古澤ら 9）により，ゼロアウト法を用いた感

度解析から，発生源寄与割合を計算した。ゼロアウト

法とは，通常計算（Base）と，目的の排出量データを

全てゼロにした計算をそれぞれ行い，それらの差分を

とることで目的の発生源からの影響を求める方法であ

る 11）。 

発生源には，古澤ら 9）に指定されている 5 つ（熊本

県内人為起源（Kumamoto），熊本県以外の九州人為起

源（Kyushu），有明・八代・天草海域船舶起源（Ship）

および日本の火山（Vol.）に分類し，それ以外をここ

では簡易的に国外（Abroad）とする）に設定した。更

に，Kumamoto は発生源種別について，燃焼起源

（Comb.[Ku]；産業廃棄物処理を含むすべての産業，

発電所などの燃料消費に該当する業種からの排出），自

動車起源（Aut.[Ku]；すべての自動車，車両からの排

出）および農畜産起源 Agri.[Ku]；肥料施肥，家畜排泄

による排出）に細分類し，それ以外をその他（other[Ku]）

とした。 

排出量データは，電力中央研究所の板橋氏に作成を

依頼した。計算領域は図 1 に示すとおりであり，その

他の計算条件については表 1 に示す。なお，次節以降

の WRF/CMAQ の結果において，宇土，益城，神水，

水道町および天明に該当する計算領域は「熊本県中心

部」と表記する 9）。 

 

3 PMF モデル 

豊永ら 6）の解析条件は次のとおりである。PMF モデ

ルには，EPA-PMF5.0 を使用して解析を行い，因子数

を 6 に設定して計算を行ったところ，抽出された因子

は，①2 次生成硫酸塩；SO4
2-と NH4

+の濃度が高く， 

(b) (a) 

28



表 1  WRF および CMAQ の計算条件 

 

中国など東アジアにおける石炭燃焼の影響，②炭素性

エアロゾル；EC と OC の濃度が高く，道路交通由来の

EC や 2 次生成 OC の影響，③土壌；Al，Fe，Ca，Mn

等の無機成分濃度が高く，黄砂などの土壌粒子の影響，

④石油燃焼；V，Ni の相対比が高く，船舶や工場にお

ける石油燃焼の影響，⑤海塩（クロリンロス）；Na，

Mgなどの海水に多く含まれる成分の相対比が大きく，

海塩の影響，⑥2 次生成硝酸塩+塩化物；NO3
-と Cl-の

相対比が大きく，半揮発性を持つ粒子の影響，という

結果であった。 

 

4 フィルターパック法 

 大気中の粒子状成分およびガス状成分を把握するた

めに，フィルターパック法を用いて調査を行った。粒

子状物質およびガス状物質を捕集するろ紙は，全国環

境研協議会の第 5 次酸性雨全国調査報告書（平成 25

年度）17）に従って 4 段ろ紙を作成した。サンプリング

の吸引速度は約 6L/min で行った。回収したろ紙は超純

水で抽出し，イオンクロマトグラフ（Dionex DX-500）

を用いてイオン成分の分析を行った。サンプリング期

間は 2016 年 1 月 23 日～2 月 3 日とした。フィルター

の交換は，宇土については 1 日ごと、益城については

3～4 日ごとに行った。 

 

結果と考察 

ここではまず，古澤ら 9）による WRF/CMAQ の計算

結果についての再現性の検証を示し，その後，PMF と

CMAQ のモデルの結果について比較を行う。 

 

1 WRF/CMAQ について 

1.1 気象場の再現性 

 気温，相対湿度および水平風速について，熊本地方

気象台の実測値と WRF による熊本県中心部の計算値

を比較した結果を示す（図 2）。気温と湿度については 
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図 2  WRF 気象場（ Model）と熊本地方気象台

（Observation）の比較 

 

 

 

 

図 3 PM2.5 質量濃度の CMAQ（Model）と常時監視測定

局（Observation）の比較 

 

日内変動を再現できており，良好な再現性を有してい

た。一方で，水平風速は一部期間を除いてモデルが過

大になっていたが，これは，熊本県中心部の領域は海

域を含んでいることが要因と推測された。 

 

1.2 PM2.5濃度の再現性 

神水，福岡市，対馬および五島における PM2.5 質量

濃度の 1 時間値と主要成分濃度の日平均値について再

現性の検証を行った（図 3，図 4）。検証には板橋と速

水 10）で示されている相関係数（R），Mean Fractional Bias

（MFB）および Mean Fractional Error（MFE）を用いた。

MFB と MFE は以下の計算式にて求めた。 

MFB =
2

𝑁
∑

(𝑀𝑖 − 𝑂𝑖)

(𝑀𝑖 + 𝑂𝑖)
× 100

𝑁

𝑖=1

 

MFE =
2

𝑁
∑

|𝑀𝑖 − 𝑂𝑖|

(𝑀𝑖 + 𝑂𝑖)
× 100

𝑁

𝑖=1

 

ここで i は指定の時間，Miは i 時におけるモデルの計

算値，Oiは i 時における実測値，N はデータ数を示す。

この定義により MFB；-200%～+200%，MFE；0%～

+200%の範囲の値をとる。MFB と MFE は，モデルを

科学的知見の拡充や規制対策などに十分適用可能な

performance goal（MFB≦±30%，MFE≦+50%）と，そ

れらへの適用が妥当だとみなせる performance criteria

（MFB≦±60%，MFE≦+75%）が提唱されており，こ

の指標に沿って再現性を検討した 18）。 

PM2.5 質量濃度については MFB；-29.2%～-6.3%，

MFE ； 43.5% ～ 54.7% であり，すべての地点で

performance criteria を満たしており，発生源寄与解析に

適用可能な再現性を有していた。 

PM2.5 の主要成分濃度は，硝酸塩（NO3
-），硫酸塩

（SO4
2-），アンモニウム塩（NH4

+），元素状炭素（EC），

有機炭素（OC）について，実測値とモデル計算値の日

平均値について再現性の検証を行った。検証には，デ

ータを熊本県（宇土，益城，神水），福岡県（福岡市，

太宰府）および離島（対馬，五島）の 3 つの地域に分

類して行った。この結果，SO4
2-（MFB；-47.2%～-43.1%，

MFE；46.6%～58.7%）は全ての地点で performance 

criteria を満たしていた。また，NH4
+（MFB；-52.8%～

-18.4%，MFE；29.3%～56.2%）についても全ての地域

で performance criteria を満していた。NO3
-は熊本県

（MFB；17.1%，MFE；61.1%）および福岡県（MFB；

7.0%，MFE；65.3%）は performance criteria を満たして

いた。離島の EC（MFB；-36.4%，MFE；45.1%）およ

び OC（MFB； -55.6%，MFE；65.1%）については

performance criteria を満たしていたが，熊本県および福

岡県は有意な再現性が得られなかった。炭素成分につ

いては，既報 9），10），19）のとおり，モデルによる過小評

価が指摘され，検討が行われている。従って，次節以

降の感度解析について炭素成分は発生源からの感度が

過小に評価されていることに留意する必要がある。 

 

1.3 発生源寄与 

古澤ら 9）による，熊本県中心部における解析期間中

発生源寄与割合を表 2 に示す。表中の数字（%）は Base

の濃度における割合を示し，Kumamoto は Comb.[Ku]，

Aut.[Ku]，Agri.[Ku]および other[Ku]の合計値として示 
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図 4  PM2.5主要成分濃度の CMAQ（Model）と実測値（Observation）の比較 

 

している。 

質量濃度で最も感度が大きかったのは Abroad の約

74%であり，Kumamoto は約 22%であった。Kumamoto 

の内訳では Agri.[Ku]と Aut.[Ku]が大きな割合を占めて

おり，特に Agri.[Ku]は Kumamoto の約 70%と大きな割

合を占めていた。シミュレーションモデルを用いた研 

究による発生源寄与の結果では，モデルの種類に関係

なく，地域汚染では自動車の走行による影響が大きな

割合を占めていると報告されている 6），10），11）が，本研

究の解析期間は冬季の限定していることから，これら

の報告とは異なった結果になったと古澤ら 9）は報告し

ている。主要成分濃度は質量濃度の約 70%を占めてお

り，SO4
2-が最も高く，寄与割合では約 96%が Abroad

であった。SO4
2-は主に化石燃料の燃焼で排出され，日

本に比べ中国からの排出量が多く，冬季においては，

SO4
2-が中国からの越境汚染の指標の一つとされてい

る。これらのことから，豊永ら 4）が報告しているよう

に，解析期間中は大規模な越境汚染があったことが示

唆された。NO3
-と NH4

+は Kumamoto からの寄与が大き

く，特に Agri.[Ku]が大きな割合を占めていた。EC と

OC は Abroad の割合が大きいが，  熊本県内でも

Aut.[Ku]に EC が約 18%，OC が約 3%の寄与がみられ

た。また，炭素成分は過小評価であることを考慮する

と，熊本県内の発生源の中では，炭素成分は自動車排

ガスに最も影響を受けていることが示唆された。 

 

2 PMF モデルとの比較 

 PMFモデルについては，豊永ら 6）が行った研究から，

解析期間における各因子の日平均値を検証に用いた。 

 

2.1 PMF モデルによる発生源寄与の推定結果 

 本節では，豊永ら 6）が行った PMF の発生源寄与解

析結果の根拠を説明する。図 5 に宇土，益城および五

島における PMF の発生源寄与の時系列変化を示す。こ

の結果では，2 次生成硫酸塩，石油燃焼および海塩（ク

ロリンロス）は，宇土および益城に比べて五島の割合

が高い結果であった。これらの因子は，中国などアジ

ア諸国からの越境汚染，海上船舶および海上からの排

出が大きい因子であることから，中国に近い位置にあ

り，周囲を海に囲まれた五島ではこれらの排出の影響

が，宇土および益城よりも大きく表れたのだと推測さ

れた。一方で，炭素性エアロゾルおよび 2 次生成硝酸

塩+塩化物は，五島よりも宇土および益城の濃度が高

い結果であった。また，五島では九州本土に比べて人 
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表 2  CMAQ による解析期間中の発生源寄与割合 

 

 

図 5 PMF による解析期間中の発生源寄与の時系列変化 

 

為排出が少なく，地域汚染は少ないとされていること

から，炭素性エアロゾルおよび 2 次生成硝酸塩+塩化

物は主に地域汚染が強い因子であることが示唆された。

土壌は，益城および五島に比べて宇土の濃度が高い結

果であった。土壌は黄砂などの土壌由来の無機元素の

指標とされているが，本研究の解析期間に黄砂は確認

されておらず 20），越境/地域汚染の影響を断定するこ

とはできなかった。これらのことから，本研究では越

境汚染の因子；2 次生成硫酸塩，石油燃焼および海塩

（クロリンロス），地域汚染の因子；炭素性エアロゾル

および 2 次生成硝酸塩+塩化物，それ以外の因子に土

壌を分類した。 

 

2.2 モデルによる発生源寄与の比較 

 本節では，PMF と CMAQ による発生源寄与の結果

について日平均値で比較を行い，モデル間での越境・
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図 6 PMF および CMAQ の発生源寄与の日平均値による比較 
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表 3 CMAQ の発生源寄与と PMF の因子との相関関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 PMF の 2 次生成硝酸塩+塩化物因子と CMAQ 発生

源寄与の日平均値 

 

地域汚染の評価の違いについて述べていく。まず，発

生源寄与の日平均値について，PMF の宇土，益城及び

五島と，CMAQ の熊本県中心部の結果を図 6 に示す。

前節で示したとおり，五島は宇土および益城に比べて

2 次生成硫酸塩，石油燃焼及び海塩（クロリンロス）

の割合が大きく，国外からの影響を強く受けている。

宇土および益城の炭素性エアロゾルおよび 2 次生成硝

酸塩・塩化物濃度は，日によってばらつきはあるもの

の，10～20µg/m3 の濃度を推移しており，越境汚染が

あった 1/30～2/3 の期間においても，同様の濃度レベ

ルを推移していた。このように，宇土および益城では

一定濃度の地域汚染があり，この濃度に越境汚染の影

響が加算されている結果であった。一方で，CMAQ の

感度解析では，解析期間中の Abroad の感度が 60~80%

であり，地域汚染である Kyushu，Kumamotoおよび Ship

の濃度を合わせても 10µg/m3以下で，寄与割合は日に

よって大きく変化していた。これらの結果から，PMF

と CMAQ で得られる発生源寄与には大きな違いが見

られた。 

 CMAQ のゼロアウト法による結果は，任意の地域の

排出量をゼロにして計算する手法であるため，ゼロア

ウト法を適用した地域の寄与割合を定量的に求めるこ

とができる。一方で，PMF 解析は PM2.5成分濃度の割

合から排出源を推定する手法であるため，発生地域を

特定する方法ではない。古澤ら 9)の CMAQ の発生源寄

与は，九州各県と熊本県を区別して計算しており，ま

た，熊本県は 4 つの発生源に再分類していることから，

CMAQ の計算結果をそのまま PMF の結果と比較する

ことは難しいと推測された。そのため，モデルの結果

について比較するにあたり，CMAQ の発生源寄与は国

外（Abroad）および九州（Kyushu + Kumamoto + Ship）

の 2 つの寄与として，発生地域に曖昧さを持たせて

PMF の結果と比較を行った。 

次に，宇土および益城について，PMF の因子と

CMAQ の感度解析について，日平均値の相関係数（R）

を表 3 に示す。表中の下線は R＞0.5，p＜0.05 の数値

を示している。これより，2 次生成硫酸塩（0.73～0.74），

石油燃焼（0.62～0.67）および海塩（クロリンロス）（0.63

～0.61）について国外との有意な相関があり，宇土お

よび益城の地域間で相関係数に大きな差は見られなか

った。2 次生成硝酸塩+塩化物と九州についても相関が

あり，地域汚染が影響していると推測された。しかし，

宇土（0.58）と益城（0.85）で相関係数が大きく異な

っており，この因子については後述するように地域差

が見られた。炭素性エアロゾルおよび土壌は，国外お

よび九州のどちらとも相関がなかった。このことにつ

いて，CMAQ の炭素成分は実測値に比べて過小で十分

に再現されていないことから，本研究の CMAQ および

PMF の結果を比較することは容易ではない。また，土

壌因子については図 5 および 2.1 節で示したとおり，

地域の特徴が明確ではなく，越境/地域汚染に分類する

ことができなかった。これらのことから，炭素性エア

ロゾルおよび土壌因子について，これ以上の PMF と

CMAQ の結果の比較は本研究では行わないこととす

る。 

次に，2 次生成硝酸塩+塩化物因子について詳細な検

証を行う。図 7 に CMAQ の国外および九州の PM2.5質

量濃度と，PMF の宇土および益城の 2 次生成硝酸塩+

塩化物因子についての日平均値を示す。九州と益城は

似た挙動であり，濃度レベルもほぼ同じであった。宇 
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図 8 CMAQ による地上付近の PM2.5質量濃度期間平均値 

（a）2014/1/22～1/29，（b）2014/1/30～2/4 

 

表 4 フィルターパック法による宇土および益城の測

定結果（2015/1/23～2/3） 

 

土は 1/22~1/29 の期間は，益城および九州と同じ濃度

レベルであったが，1/30~2/4 の期間は九州に比べて宇

土の濃度レベルが低い結果であった。解析期間は 1.3

節で示した通り越境汚染が強い期間であり，また，

CMAQ による地上付近の PM2.5質量濃度平均値分布を

示した図 8 から，熊本県の西側地域では越境汚染が広

範囲に広がっていることから，比較的距離が近い場所

にある宇土および益城については，越境汚染の影響が

同程度であったと推測された。古澤ら 9）によると，熊

本県中心部では，地域汚染による NH3と，越境汚染に

よる HNO3が反応して硝酸アンモニウム（NH4NO3）が

生成すると報告している。NH3 の発生源は主に農業の

肥料施肥や畜産業の糞尿であるため，農業・畜産業が

盛んな熊本県の県北・県央地域に近い益城が，宇土に

比べて NH3の汚染を強く受けていたと推測された。本

研究の解析期間とは異なるが，筆者らは 2015 年の

1/23~2/3 に宇土および益城でフィルターパック法によ

る調査を行っており，その結果（表 4）では，益城の

NH3濃度（2.99µg/m3）は宇土（0.88µg/m3）の 3 倍以上

の濃度であった。全国環境研協議会第 5 次酸性雨調査

結果 21）によると，2015 年 1 月～2 月の NH3平均濃度

は，最大値；3326.1nmol/m3，中央値；48.2nmol/m3，最

小 値 ； 2.8nmol/m3 で あ り ， 益 城 の 2.99µg/m3

（175.9nmol/m3）は全国の平均的な濃度よりも高い値

であった。また，九州の NH3 濃度は，17.7nmol/m3～

95.3nmol/m3 であり，九州内でも益城の NH3 濃度は高

い値であった。この結果は，前述の NH3汚染の程度が

地域により異なるという議論を支持する内容であった。

これらのことから，益城では宇土と比べて NH3が多量

に存在しており，越境汚染時には HNO3と反応して多

くの硝酸アンモニウムを生成することが，宇土と益城

における 2 次生成硝酸塩+塩化物濃度に差が見られた

要因だと推測された。 

このように，CMAQ および PMF の発生源寄与の比

較から，越境汚染の影響については 2 つのモデルで有

意な相関がみられ，両モデルの妥当性が支持された。

地域汚染由来の硝酸塩の影響について 2 つのモデルで

概ね一致しており，硝酸塩の挙動は NH3濃度の違いを

反映していた。一方で，地域汚染由来の炭素成分につ

いては CMAQ の計算結果が十分ではないため比較す

ることができなかった。また，土壌成分についても 2

つのモデルで比較することは難しかったため，これら

の因子の比較については今後の研究に期待したい。 

 

まとめ 

 領域気象モデル WRFと化学輸送モデル CMAQを用

いて，熊本におけるPM2.5の発生源寄与解析を行った。

この結果と PMF による発生源寄与解析の結果を比較

したところ，以下のことが分かった。 

・CMAQ の感度解析結果と PMF の結果を比較したと

ころ，国外と 2 次生成硫酸塩，石油燃焼および海塩

（クロリンロス）について相関がみられた。また，

九州と 2次生成硝酸塩+塩化物に相関がみられたが，

宇土と益城では相関係数に大きな違いがあり，地域

汚染の影響が示唆された。 

・2 次生成硝酸塩+塩化物は地域汚染と考えられるが，

越境汚染が強い期間であった 1/30～2/4 は益城に比

(a) (b) 
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べて宇土の因子濃度が低く，地点間で違いがみられ

た。 

・益城は宇土よりも NH3の地域汚染が強く，このこと

が硝酸アンモニウムの生成を進めており，2 次生成

硝酸塩+塩化物因子の濃度挙動が，宇土と益城で違

う原因であると推測された。 
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